医療法人設立認可申請書の添付書類と様式

	項　　　　目
	注意事項
	様　式

	医療法人設立認可申請書
	※１
	１

	医療法人設立概要
	　
	２

	定款
	※２
	３

	寄附行為
	※２
	４

	設立当初において医療法人に所属すべき財産目録
	　
	５

	設立財産目録の明細書
	　
	５－１

	基金制度の様式
	　
	６

	拠出財産の資産額を証明する書類
	※３
	

	負債残高証明及び債務引継承認願
	※４
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	設立時の負債内訳書
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	負債の償還計画書
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	買掛金負債内訳書
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	リース物件一覧表
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	医療機器等リース契約書の写し
	　
	

	役員及び社員の名簿　　
	　
	１０

	設立総会議事録
	　
	１１

	設立趣意書
	　
	１２

	開設しようとする医療施設の概要
	　
	１３

	施設の案内図（周辺地図）
	　
	

	施設の配置図・平面図
	　
	

	不動産登記簿謄本（全部事項証明書）
	　
	

	筆が２筆以上の場合は公図
	　
	

	不動産賃貸借契約書の写し
	貸借の場合
	

	覚書
	　
	　
	１４

	不動産賃借料の算出根拠計算書
	※６
	

	債務履行確約書
	※７
	１５

	直近２年間の所得税確定申告書（決算書類を含む）の写し
	※８
	

	設立後２年間（３年間）の事業計画　
	※９、１０
	１６

	設立後２年間（３年間）の予算総括表
	　
	１７

	設立後２年間（３年間）の予算書
	※９、１０
	１８

	設立者・社員・役員の履歴書
	　
	１９

	設立者・社員・役員の印鑑登録証明書
	※１１
	

	身分証明書
	　
	

	委任状
	※１２
	２０

	役員就任承諾書
	　
	２１

	管理者就任承諾書
	　
	２２

	医師（歯科医師）免許証の写し
	　
	

	添付書類の原本証明
	　
	


	※（注）必要のない書類は添付を省略できる。

	

	

	※１　申請書の住所は設立代表者の住所とすること。

	※２　社団は「定款」、財団は「寄附行為」

	※３　拠出財産の資産額を証明する書類の例
不動産：全部事項証明書、税理士等の証明書及び不動産鑑定評価書

動産：減価償却費計算書（基準日現在の帳簿価格が明示されたもの）
税理士等の証明書

＊金銭以外の財産を拠出する場合で、その価額の総額が500万円以下の場合は、税理士等の証明書は不要
前年の決算書で資産計上のないものは、売買契約書（納品書・領収書）の写しも添付すること。

預金：残高証明書

＊拠出金額が10万円以下の場合は「現金」とすること。（残高証明書は不要）

医業未収金：診療報酬振込通知書（請求書）の写し

	※４　「負債残高証明及び債務引継承認願」に金融機関が証明及び承認したもの。

	※５　借入先金融機関が作成した借入金返済予定表の写し等

	※６　社員・役員もしくはその親族から賃借する場合

	※７　社員・役員から賃借する場合で、その物件に担保権が設定されている場合

	※８　開業実績が２年未満の場合は、直近の合計残高試算表等、病院（診療所）の現在の収支状況を示す

	※９　初年度が６ケ月に満たない場合は、３年度分作成すること。

	※１０　個人開設後２年以上経過している診療所の開設者が「一人医師医療法人」を設立する場合は不要。

	※１１　就任承諾書等に押印してある場合には添付すること。
（申請日の３ヶ月以内ものであること。）

	※１２　一人医師医療法人で２年以上の経営実績がある場合には、この様式は省略できる。


